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自民・維新 緊急事態条項の論点整理  

災害時の任期延長 結論でず!! 
6月 29日、第 8回目となる自民と維新間の憲法改正条文起草協議会が開催されました。緊急事態

条項を創設するための憲法改正の条文案にいて論点整理しました。両党は昨年 10.月の連立政権合

意で、今年度中に条文案の国会提出をめざすとしています。この日、大規模災害時の議員任期延長

などについて議論しましたが、取りまとめに至りませんでした。 

 緊急事態条項の論点の一つは、衆院が解散されて次の衆院選を行うまでの間に大規模災害などが

起き、長期にわたって選挙ができなくなった場合に衆議院の任期を延長するというもの。もう一つ

は、政府に権限を集中させる緊急政令をだせるようにするとうものです。 

 出席者によると、この日は議員任期の延長幅について、憲法に定めら 

れた参院の「緊急集会」との整理などを議論したとのことです。 

 自民党の参加者は「丁寧に考え方をすり合わせているから時間がかか 

る」とし、今後も協議を続ける考えを示しました。 

◆衆院憲法審査会で毎回毎回「論点はすでに出尽くしている」として、 

条文案づくりをすべきだと発言を繰り返す維新の馬場伸之氏は、与党内でも取りまとめができない

現状をどうとらえているのでしょうか。 

参院憲法審で緊急事態条項創設、長谷部氏ら参考人は必要性疑問 

憲法審査会では、参考人質疑で「選挙を経ずに失職した議員の任期を延長するのは「異常な制度

設計と言わざるを得ない」等と緊急事態条項の必要性に疑問を呈する意見表明が行われました。 

参院憲法審査会は 6月 10日、衆院解散中の緊急時の対応を定めた憲法 54条の参院緊急集会を巡

り、参考人質疑を行いました。長谷部恭男早稲田大学法学学術院教授と、只野雅人専修大学大学院

法務研究科教授の両参考人は、緊急事態には憲法が定める参院の「緊急集会」で対応可能だとし

て、緊急事態条項の必要性に疑問を呈しました。  

衆院の憲法審査会では自民党などが衆院法制局などに「『緊急事態条項』のイメージ（案）」を作

らせ、「選挙困難事態」における衆院議員の任期延長や、内閣が緊急事態と認定すれば国会の議決

を経ずに法律に代わる緊急政令の制定を可能にするといった各党の主張を並べています。  

イメージ案を巡り、長谷部氏は、選挙を経ずに失職した議員の任期を延長するのは「異常な制度

設計と言わざるを得ない」「いつまで議員でいるのかとの懸念や、止めどなく延長するリスクがあ

る」と指摘しました。 憲法 54条の１項は衆院解散後 40日以内の総選挙実施と総選挙後 30日以内

の国会召集を定めており、改憲派にはこれをもとに参院の緊急集会は 70日が上限で限界があると

する主張があります。これに対し長谷部氏は、同条項は、従来の政府が長期に居座り続ける事態を

避けるための規定で、議員の任期延長は「本末転倒」だと指摘。「制度整備を進めていくべきでは

ない」と主張しました。また、緊急政令については、「極めて不穏当な提案」「日本という国のあり

方自体が根本からゆがめられるリスクがある」と述べました。緊急事態条項について「プラスより

マイナスが大きい」と強調。任期延長に対しては「いつまで議員でいるのかとの懸念や、止めどな

く延長するリスクがある」と訴えました。 
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さらに、「緊急事態の際、既に任期切れで失職している衆議院議員も国会議員として働かせよう

ということを改憲派が考えているようだが、国会議員は選挙により選ばれた者でなければならない

とする憲法に反する」とも発言しました。また「内閣が参議院の緊急集会を求める事を躊躇する事

はあるはずない。そんな内閣が存在する様ならこの国ももうおしまい。少数の人間仲間内だけで相

談をしてこれが良いあれが良いと考えるより様々な立場の方々が集まって審議をする。そこで初め

て知恵が生まれてくる」とも発言。  

只野氏は、緊急事態条項は「立憲主義のルールに穴を開ける側面がある」と指摘。長期にわたり

全国的に選挙実施が困難な事態は想定しがたく、国会として必要な法整備を継続していけばリスク

は大きく減らせると述べました。 

 

国民投票法改正案賛成の中道・有田氏に集会で「帰れ」。これはどうなんだろう! 

共産・山添氏は理解示すも共闘強調 
憲法改正手続きを定めた国民投票法改正案の採決で賛成した中道改革連合の有田芳生衆院議員に

対し、国会前の憲法改正反対集会で「帰れ」の声が上がりました。共産党の山添拓政策委員長は 26

日の記者会見でこの件を問われ、抗議に一定の理解を示しつつも、目的に向けた共闘の重要性を強

調しました。 

 国民投票法改正案は 19日の衆院本会議で与党と中道、国民民主党、参政党、チームみらいなど

の賛成多数で可決され、衆院を通過しました。この日、国会前で開かれた集会で有田氏がスピーチ

すると「改憲派は帰れ！」「引っ込め！」「許さない！」といった声が飛びました。 

 これについて、山添氏は会見で「改憲しやすくする空気を作っていくことに対して抗議の声を上

げる人がいるのは当然のことだと思う」と述べる一方、「戦争反対、憲法を守れという一点で集ま

っている人々に、スピーチに来ている議員の中の一人が有田さんだったということだから、一致す

る点では力を合わせようというのが私たちの立場」と説明しました。 

 有田氏は X（旧ツイッター）で、自身のスピーチへの抗議について「意見の違いがあっても共同

するのが大衆運動の基本ですが、いまやそうでもないのでしょうか。どなたと聞いたら『市民で

す』。参加者の妨害をする市民か。大したもんだ」と批判。どこの政党の支持者か分からないた

め、記者会見については「そもそも山添さんに聞くことではないよなあ」と疑問を呈しました。 

 

自民党の門衆院議員  3万 6千人参加の「4・19国会正門前大行動」を 

「ごっこ遊びにしか見えない」と!!      動画が拡散し、怒りの声が広がる 

高市早苗首相が目指す憲法改正に反対する「NO WAR！憲法変えるな！4・19国会正門前大行動」

が 19日、国会正門前（東京都千代田区）で開かれ、3万 6千人が集まりました。デモ参加者は「戦

争反対」「改憲反対」などと叫びながら、「戦争したがる首相はいらない」「退陣！退陣！」など

と、高市政権批判を繰り広げました。 

国会周辺で行われるデモ活動は、2月下旬に約 4千人（主催者発表）だったが、3月下旬に 2万 4

千人、4月上旬に 3万人と規模が拡大しています。2月 28日の米・イスラエルによるイラン攻撃を

契機に増えたとの見方もあります。 

こうしたデモ活動に対しては、自民党の門寛子衆院議員が 4月 14日放送のインターネット番組

「アベマプライム」で、デモの意義自体は否定せず「国会に集まってペンライト振って、それで政

権は変わらない。厳しいことを言うようだが、ごっこ遊びにしか見えない」と述べ、手段と目的の

乖離を指摘。「本気で政治を変えるんだったら、今すぐ政党を作って、人々の支持を集めて打って

出ればいい」と語っていました。 

SNS上では門氏の発言の切り取り動画が拡散し、怒りの声が広がっています。 



この日も、デモの参加者からは門氏の発言について「国会前に集まった 3万人をバカにした。無

意味だと笑うのは私たちの力を恐れているから」など、問題視する声が相次ぎました。 

この門寛子氏の発言に、杉並区民の怒りを招き、29日投開票の杉並区長選で無所属で現職の岸本

聡子氏（51）の当選に大きく影響したとみる方も多いようです。 

 

定数削減法案、与党が審議入り強行 野党は欠席「断じて認められぬ」 

与党が委員長の職権で特別委を開いたことに反発し、政治改革に関する特別委員会を中道改革連

合、国民民主党、参政党など野党 5党が欠席しました。与党は 7月 17日の会期末までの成立を目

指す。野党は審議拒否を続ける構えで、法案成立の見通しは立っていません。 

特別委員会では 30日に国旗損壊罪法案が野党不在の衆院本会議で採決される予定です。29日の

特別委員会に先立ち、定数削減法案をめぐり、中道改革連合、国民民主、参政、チームみらい、共

産の野党 5党は美延映夫委員長（維新）に趣旨説明の中止を申し入れました。美延氏はこれに応じ

ず、5野党が欠席のまま特別委を開き、与党の法案提出者が趣旨説明を行いました。中道の落合貴

之氏は記者団に「与党だけで審議を進めるのは異常だ」と批判しました。 

法案は衆院議長の下の与野党協議会で選挙制度改革と定数削減を検討し、法施行から 1年以内に

結論が出なければ衆院議員定数（465）について比例 45議席を削減する内容です。特別委員会で、

提出者の加藤勝信氏（自民）は「さらなる人口減少が見込まれる状況にかんがみ、結論を得る」と

趣旨説明しました。 

法案は 26日に委員長職権で審議入りが決定。野党 5党が反発し、衆院ですべての審議に応じな

い方針を表明していました。 

維新がこだわる副首都法案の 30日の審議入りも職権で決めたため、野党は「数の力にものをい

わせた暴挙」と反発し、今後、衆議院のすべての審議や日程協議に一切応じないとしています。 

 

国旗損壊処罰法案 衆院通過 与党が数の力で強行 自民から退席も 

 自民党と日本維新の会は、30日の衆院本会議で国旗損壊処罰法案を強行可決しました。日本共産

党など野党５党が衆院比例定数削減法案の審議強行など与党の強権的な国会運営に抗議し、国会の

正常化を求めている最中の暴挙です。憲法が保障する思想・良心の自由、内心の自由、表現の自由

を侵害し、罪刑法定主義に反する違憲立法が、与党の数の力で衆院を通過する異常な事態です。 

 同法案は「国旗を大切に思う国民感情を保護する」と称して、国旗に手を加える行為に刑事罰を

科します。国旗にどのような感情を持つかは個人の自由であるにもかかわらず刑罰で特定の価値観

を押し付けるもので、集会やデモ、芸術表現など多様な表現行為が処罰の対象となります。 

 「国旗」は国旗国歌法が定める形式に限られず、自己所有物まで含みます。さらに、犯罪の構成

要件を「人に著しく不快・嫌悪の情を催させる」ものと、極めて主観的です。処罰対象が不明確

で、刑罰を科すにはどんな行為で処罰されるか明確でなければならないとする憲法 31条の罪刑法

定主義に反します。 

 私人による現行犯逮捕も可能であり、警察官や一般人の主観的判断で逮捕され、社会的制裁を受

け、取り返しのつかない人権侵害を受ける危険性は重大です。思想信条の異なる市民同士が互いの

言動を監視し合う社会につながりかねません。 

自民・岩屋氏退席!  共同提出の国民・参政党は出席せず 

 自民党は採決前に岩屋毅議員が議場から退席しました。国旗損壊処罰法案を共同で提出した国民

民主党と参政党も含めた全野党が本会議に出席しませんでした。 


